


































































能がある」農業集落は97.2% で5 年前の96.0% よ
12 オホーツク産業経営論集第26 巻第 1 ・2合併号（2018 年 3 月）
りも 1.2% 高くなっている。集落機能別の数値で
は、「寄り合いを開催している」 93.9% (92.5% ）、
「実行組合が存在している」 71.8% (72.8% ）、
「地域資源の保全が行われている」 79.0%
(74.9% ）、「活性化のための活動を行っている」































































































































































































































































































































































































































































































































































































































条例が制定され、 1908 （明治41 ）年にはそれが水
利組合法となった。また、 1897 （明治29 ）年には





































































































うち公有化の道は、 189 （明治2 ）年に施行され















































































































































































































































































































































社、 198 年、 p.v 。









経済学入門』（ 1) (2) (3 ）中央経済社、 201 ～
2013 、自然資本研究会『自然資本入門』 NTT 出版、
2015 、パリー ・C ・フィールド『入門自然資源経済




















ための生命科学J 羊土社、 2013 、p.20
8 ）毛利健三 『自由貿易帝国主義』東京大学出版会、
1978 を参照。



































東京大学出版会、 1984 によれば、太閤検地 (1582-9)
に約206 千町歩であった耕地は、江戸時代の享保期
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(p. 8 の表 1-1 ）。
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